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川越市文化芸術によるまちづくり事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第 1 条 この要綱は、本市における連携・協働による新たな文化芸術の創出及

び若い世代の文化芸術活動を充実するため、新たな文化芸術活動を行う団体

（以下「団体」という。）に対し、予算の範囲内において補助金を交付するこ

とについて、必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、川越市補助金等の交付手続等に関する規

則（昭和５４年規則第９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ

の要綱に定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 事業者 活動の中心を市内とし、自ら企画・遂行する能力のある非営利

の市民団体（実行委員会の形式を含む。）をいう。 

⑵ 事業 「芸術」、「メディア芸術」、「伝統芸能」、「芸能」、「生活文化」又

は「国民娯楽」を実施する事業をいう。ただし、既に企画制作されたパッ

ケージを購入する、いわゆる「買い公演」や営利を目的とする「招聘公演」

は除く。 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、市内で実施す

る次の各号いずれかに該当する事業とする。 

⑴  文化芸術の新たな魅力や価値の創出を目指す事業又は地域の文化資源

をいかした事業で、かつ、鑑賞、体験等市民の参加の機会を設けている。 

⑵  市内の若い世代に広く芸術文化の波及が期待できる事業で、かつ、鑑賞、

体験等市民の参加の機会を設けている。 

⑶  その他、市長が特に必要であると認める事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業については、

補助事業の対象外とする。 

⑴ 営利目的として行うもの 
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⑵ 特定の政治・宗教活動を目的として行うもの 

⑶ 公序良俗に反するもの 

⑷ 国又は地方公共団体から財政的支援又は委託を受けて行うもの 

⑸ 第三者への寄附又は財政的支援を目的として行うもの 

⑹ 事業に関わる団体やその構成員等限られた者を対象とするもの 

⑺ その他市長が適当でないと認めるもの 

（補助対象団体） 

第４条 補助金の交付を受けることができる事業者は、次の各号に掲げる要件

を満たす団体とする。 

⑴ 本市に主たる活動の場を有し、５人以上の構成員で組織し、構成員に市

民が過半数を占めると認められるもの。なお、この場合において、市内在

勤及び在学の構成員は、市民とみなす。 

⑵ 団体の規約を有し、かつ、その代表者の氏名及び住所が明らかであるも

の 

⑶ 事業を実施するに当たり、明確な会計経理がなされ、又はなされると認

められるもの 

⑷ 事業の実績があり、又は事業が完遂できると認められるもの 

２ 前項の規定にかかわらず、特定の政治・宗教活動を目的とする団体は除く。 

（補助対象経費及び補助額） 

第５条 補助の対象となる経費は、第３条に規定する事業の実施に要する経費

であって、別表に定めるものとする。 

２ 前項の経費に対する補助額は、当該事業に要した経費の３分の１の額とし、

１０万円を限度に予算の範囲内で補助するものとする。ただし、千円未満の

端数が生じた場合は、その端数は切り捨てるものとする。 

３ 同一事業者に対する補助金の交付は、同一年度内において原則１回に限る

ものとし、５回を限度とする。 

（交付申請の様式等） 

第６条 規則第４条第１項の申請書の様式は、川越市文化芸術によるまちづく

り事業費補助金交付申請書（様式第１号）のとおりとする。 

２ 規則第４条第１項の申請書の提出期限は、市長が別に定める日とする。 
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 （記載事項） 

第７条 規則第４条第１項第５号に規定する市長の定める事項は、次のとおり

とする。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 収支予算書 

⑶ 団体概要書 

⑷ その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項第１号から第３号までのそれぞれの様式は、様式第２号から様式第４

号までのとおりとする。 

３ 規則第４条第１項第２号から第４号に掲げる事項を記載した書類は、添付

することを要しない。 

 （補助金の交付の条件） 

第８条 規則第６条第２項に規定する交付の条件は、次のとおりとする。 

⑴  補助事業に要する経費の配分（補助対象経費の総額の２０％以下の変更

を除く。）又は補助事業の内容の変更（補助事業の目的を変えない軽微な

変更で、その変更が補助目的の達成をより効率的にすると認める場合は除

く。）をする場合においては、あらかじめ市長の承認を受けること。 

⑵ 補助金は、当該事業以外の目的に使用しないこと。 

⑶ 補助事業を中止し、又は廃止する場合は市長の承認を得ること。 

⑷ 補助事業が予定期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場合は、

速やかに市長に報告してその指示を受けること。なお、決定事業の中止・

廃止をした団体は、その理由を次年度以降の補助事業申請の審査要素とし

て加味する。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要であると認めること。 

（交付決定の通知等） 

第９条 規則第７条第１項の交付決定書の様式は、川越市文化芸術によるまち

づくり事業費補助金交付決定通知書（様式第５号）のとおりとする。 

 （事業の変更） 

第１０条 前条の規定による補助金の交付決定を受けた事業者（以下「補助事

業者」という。）で、第８条第１項にかかる変更申請をしようとするときは、



 

 4 / 7 

川越市文化芸術によるまちづくり事業費補助金変更承認申請書（様式第６号）

を市長に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を受けた場合は、その内容を審査し、補助事業者に川

越市文化芸術によるまちづくり事業費補助金変更承認（不承認）通知書（様

式第７号）により通知するものとする。 

（事業の中止又は廃止） 

第１１条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、川越

市文化芸術によるまちづくり事業費補助金中止（廃止）承認申請書（様式第

８号）を市長に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を受けた場合は、その内容を審査し、補助事業者に川

越市文化芸術によるまちづくり事業費補助金中止（廃止）承認（不承認）通

知書（様式第９号）により通知するものとする。 

 （状況報告） 

第１２条 規則第１１条の規定により補助事業の遂行の状況を報告するときは、

書面によるものとする。 

（報告書の様式等） 

第１３条 規則第１３条の報告書の様式は、川越市文化芸術によるまちづくり

事業費補助金実績報告書（様式第１０号）のとおりとする。 

２ 前項の報告書には、次に掲げる事項を記載した書類を添付しなければなら

ない。 

⑴ 事業報告書 

⑵ 収支決算書 

⑶ 補助対象経費となる領収書又は支払を証明する書類の写し 

⑷ 事業の実施状況の写真 

⑸ その他市長が必要と認めるもの 

 （報告書の提出時期等） 

３ 前２項の報告書等は、補助事業の完了した日から起算して３０日以内、又

は補助金の交付決定を受けた会計年度の３月３１日のいずれか早い日までに

市長に提出しなければならない。 

（確定通知書） 
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第１４条 規則第１４条第１項の規定により補助金の額を確定し、通知すると

きは、川越市文化芸術によるまちづくり事業費補助金交付確定通知書（様式

第１１号）によるものとする。なお、確定額は様式第５号に記載された交付

決定額を上限とする。 

（補助金の交付） 

第１５条 補助事業者は、前条による川越市文化芸術によるまちづくり事業費

補助金確定通知書を受領した日から起算して７日を経過する日までに、市長

に対して川越市文化芸術によるまちづくり事業費補助金交付（概算払）請求

書（様式第１２号）により請求するものとする。 

（概算払の承認申請） 

第１６条 補助事業者は、補助金の概算交付を受けようとするときは、川越市

文化芸術によるまちづくり事業費補助金交付決定通知書を受領した日から起

算して７日を経過する日までに、川越市文化芸術によるまちづくり事業費補

助金概算払承認申請書（様式第１３号）を市長に提出しなければならない。 

（概算払の承認等） 

第１７条 市長は、前条の申請を受けた場合は、その内容を審査し、補助事業

者に川越市文化芸術によるまちづくり事業費補助金概算払承認（不承認）通

知書（様式第１４号）により通知するものとする。 

（概算払の請求手続き） 

第１８条 補助事業者は、前条による川越市文化芸術によるまちづくり事業費

補助金概算払承認通知書を受領した場合は、市長に対して川越市文化芸術に

よるまちづくり事業費補助金交付（概算払）請求書（様式第１２号）により

請求するものとする。 

（補助金の返還） 

第１９条 規則第１７条の規定による補助金の返還の命令については、川越市

文化芸術によるまちづくり事業費補助金返還命令書（様式第１５号）による

ものとする。 

 （書類の整備等） 

第２０条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を

備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備保管しておかなけ
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ればならない。 

２ 前項の帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日に属する会計年度の

翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

（その他の事項） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定めるものとする。 

附 則 

  この要綱は、決裁の日（平成３０年１月９日）から施行し、平成２９年度

分までの補助金の交付については、従前の例による。 

附 則 

  この要綱は、決裁の日（平成３１年３月２９日）から施行する。 

附 則 

  この要綱は、決裁の日（令和３年３月３１日）から施行する。 

附 則 

  この要綱は、決裁の日（令和５年４月１０日）から施行する。 

附則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、決裁の日（令和７年６月１３日）から施行する。 

附則 

この要綱は、決裁の日（令和８年３月２６日）から施行する。 
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別表（第５条関係） 

項 目 補助対象経費 補助対象外経費 

報償費 
講師・出演者・出品者等への

謝礼 

補助交付団体の構成員に対

して支払うもの 

旅費 

事業にかかる旅費 

（必要最低限に限る。旅費の

計算については、川越市旅費

の運用に準拠する。） 

同上 

音楽費 
著作権使用料、作詞・作曲・

編曲費等 

日常の練習にかかる楽譜

代、楽器購入費・修繕費等財

産取得に関する経費 

需用費 

ポスター・ちらし・プログラ

ム・報告書等の印刷費、消耗

品の購入費 

団体の構成員による会合等

の飲食費 

役務費 会場設営、運搬費、保険料等 
電話・インターネット使用

料、備品等の修理費 

使用料及び 

賃借料 

会場使用料、物品等のレンタ

ル料 

日常の練習にかかる会場

費、団体の事務所等を維持

するための経費 

その他 その他、市長が認める経費  

 


